
資  料 

 

   高山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び 

   に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援 

   の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の概要について 

 

 「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

省令（平成３０年厚生労働省令第４号）」が平成３０年１月１８日に公布され、指定地

域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準が改正されたことに

伴い改正する。 

市の条例は、地域密着型介護予防サービスを適切に運用するため、国の改正内容を基

本とするが、指定地域密着型介護予防サービスの事業に関する基準の「記録の整備」の

一部については、国が示した基準によらないこととする。また、「指定等に関する基準」

についても独自基準を定める。 

 

１．主な改正内容（下線部分は国が示した基準によらないもの） 

（１）総則 

 介護保険法 条項 改  正  前 改  正  後 

指定等に関す

る基準 

申請者が条例で定める者

でないときは指定しては

ならない。 

第３条の２ ― 地域密着型介護予防サー

ビスの事業者の指定又は

指定の更新に関する基準

として条例で定める者は

、法人とする。 

第３条の３ ― 市長は、暴力団及び暴力

団員等並びにこれらの者

と密接な関係を有すると

認められる者については

、指定及び指定の更新を

行わない。 

 

 

（２）介護予防認知症対応型通所介護 

 基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 
     

運営に関する

基準 

ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設にお

いては、入居者の数と当

該共用型指定介護予防認

第９条 

 

共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所

の利用定員は、指定地域

密着型特定施設又は指定

ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設に併

設する共用型指定認知症

対応型通所介護に限り、



知症対応型通所介護の利

用者の数の合計が１日あ

たり１２人以下とする。 

地域密着型介護老人福祉

施設においては施設ごと

に１日当たり３人以下と

する。 

入居者の数と当該共用型

指定（介護予防）認知症

対応型通所介護の利用者

の数の合計が１日当たり

１２人以下とする。 
     

 完結の日から２年間保存

しなければならない。 

第４０条 

第２項 

提供した日から５年間保

存しなければならない。 

完結の日から５年間保存

しなければならない。 

 

 

（３）介護予防小規模多機能型居宅介護 

 基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

運営に関する

基準 

完結の日から２年間保存

しなければならない。 

第６４条 

第２項 

提供した日から５年間保

存しなければならない。 

完結の日から５年間保存

しなければならない。 

 

 

（４）介護予防認知症対応型共同生活介護 

 基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

運営に関する

基準 

身体的拘束等の適正化の

ための対策を検討する委

員会を３月に１回以上開

催し、その結果について

、介護従業者その他の従

業者に周知徹底を図らな

ければならない。 

身体的拘束等の適正化の

ための指針を整備しなけ

ればならない。 

介護従業者その他の従業

者に対し、身体的拘束等

の適正化のための研修を

定期的に実施しなければ

ならない。 

第７８条 

第３項 

― 

 

身体的拘束等の適正化の

ための対策を検討する委

員会を３月に１回以上開

催し、その結果について

、介護従業者その他の従

業者に周知徹底を図らな

ければならない。 

身体的拘束等の適正化の

ための指針を整備しなけ

ればならない。 

介護従業者その他の従業

者に対し、身体的拘束等

の適正化のための研修を

定期的に実施しなければ

ならない。 

完結の日から２年間保存

しなければならない。 

第８５条 

第２項 

提供した日から５年間保

存しなければならない。 

完結の日から５年間保存

しなければならない。 

 

 

２．施行期日 

  平成３０年４月１日 


